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「戦争法」の廃止、「国民連合政府」の実現
９月１８日深夜（１９日未明）「戦争法」が成立しました。憲法に違反する「戦争法」を強行した安倍政権への怒りで、新たな政治を求める動きが広がっています。そんな中で、日本共産党は「『戦争法（安保法制）廃止の国民連合政府』の実現の呼びかけ」を提案しました。「戦争法案」反対運動のなかで「法案は許せない」「安倍政権打倒」、「そのために野党はまとまって欲しい」と寄せられた強い願いに、政党として答えなければという思いでの方針提起です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ提案は、（１）｢戦争法｣廃止、安倍政権打倒の闘いを更に発展させよう（２）｢戦争法｣廃止で一致する政党・団体・個人が共同して｢国民連合政府｣を作ろう（３）｢国民連合政府｣で一致する野党が、国政選挙で選挙協力を行おう―です。　　　　ｐすべての政党・団体・個人が思想・信条・政治的立場の違いを乗り越え、力を合わせようではありませんか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ「戦争法」廃止のためには、廃止に賛成する政治勢力が国会の議席で多数を占めて国会で廃止の議決を行うことが不可欠です。しかし、それだけで問題は解決しません。昨年７月に「集団的自衛権行使」を容認するために安倍政権が憲法解釈を勝手にゆがめた「閣議決定」が火種として残るからです。この「閣議決定」を撤回させなければ、憲法９条を形骸化させた立憲主義違反の異常事態は続きます。そのためにも「閣議決定」の撤回まで実行できる政府をつくることがどうしても必要となります。憲法学者の長谷部恭男氏も「閣議決定を『間違っていた』と、元に戻してもらわないといけない」と政権打倒の必要性を説いています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐマスコミは「選挙協力呼びかけ」などと報道していますが、この提案は単なる選挙協力ではありません。一番の要は、“「戦争法」廃止、立憲主義を取り戻す”という一点での「国民連合政府」の樹立にこそあります。「戦争法」廃止、立憲主義回復のためには、それを実行する政権をつくる本気の覚悟がなければ、安倍・自公政権を倒すことはできません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐこの提案が実現できるかどうかは、世論と運動の広がりにかかっています。「とんでもない違憲立法は廃止しよう」「立憲主義、民主主義を取り戻そう」の声を「それを実行する政府をつくろう」へと更に発展させましょう。安倍政権のもとで、日本国憲法と日本の平和がかつてない危機にさらされている今こそ、従来の延長線でない対応が必要です。平和主義・立憲主義・民主主義を貫く新しい政治をつくるために、共同をすすめる時です。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
桑名市議会　２０１５年９月議会の反対討論
今議会に提案された２１議案（修正４を含まない）中、１４議案に反対します。修正４議案（お風呂の利用料金を２００円から１００円にするもの）にも反対です。主な議案の反対理由は、
１、一般会計補正予算（第３号）　個人番号カード交付事業費（情報漏れなどが心配なマイナンバー制度の導入）、防災拠点施設整備事業費（住民合意のない建設）、生活困窮者自立支援事業費（生保を受けさせないための事業であり、社協に業務委託する）、介護特別会計繰出金（人事において計画性がない）、小中一貫教育推進事業（問題が沢山あり、教師を更に多忙にする）
２、一般会計並びに各特別会計歳入歳出の決算の認定について　①住民福祉の後退　②相変わらずの同和関連予算　③民間へのいろんな形態での業務委託　④市長の趣味の様なブランド推進事業等々。各部門で細部にわたっても取り上げます。
３、総合福祉会館条例・長島福祉健康センター条例・桑名福祉センター条例・多度すこやかセンター条例の４条例の一部改正についてと【利用料金の２００円から１００円への修正案】　せっかく無料で提供しているものを有料にするという福祉の後退は絶対に許されません。４月からの多度福祉会館の廃止に続く、高齢者・生活困窮者への虐待です。市は福祉、社会保障を根本から考え直すべきです。２００円は駄目だが１００円だったらと言う「修正案」が出されましたが、論外です。

４、土地の取得について　（防災拠点施設用地と堂ヶ峰公園用地）　土地開発公社の解散のためとは言え、緊急性も必要性も無い高値での土地の買い戻しは認められません。多額の財政負担(２５億円)、地域住民への説明が不十分です。
マイナンバー制度　―個人情報は守られるのかー
１０月５日以降、通知カードと個人番号カード交付申請書が家庭に届きます。通知カードの保管と個人番号カード交付申請は慎重にしましょう。

日本共産党の桑名市における３大要求「国保税の引下げ」、
「子どもの医療費の窓口無料化」、「小学校にエアコンの設置」
新しい経済政策「新３本の矢」
安倍内閣は今後３年間の経済政策の目標として「新３本の矢」を発表しました。アベノミクスの「第２ステージ」―「ニッポン１億総活躍プラン」です。　　　　　①　希望を生み出す「強い経済」――国内総生産（ＧＤＰ）６００兆円の実現　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②　夢をつむぐ「子育て支援」――出生率「１.８」の回復　　　　　　　　　　　　③　安心につながる「社会保障」――「介護離職ゼロ」　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ経済政策「アベノミクス」の「第１ステージ」の３本の矢は、① 大胆な「金融政策」② 機動的な「財政出動」③ 規制緩和などの「成長戦略」の３つでした。　　ｐ安倍首相は「アベノミクス」の成果を自賛しますが、異常な円安と物価上昇､大企業減税と消費税増税､雇用や農業の規制緩和などで日本経済と国民の暮らしはズタズタにされました。大企業の利益は記録的な増加を見せても労働者の所得や雇用は改善せず、消費の拡大も鈍いままで、「アベノミクス」で経済を再生させるという計画は完全に行き詰まっています。破綻した「アベノミクス」の装いをいくら変えても、国民に明るい未来を約束することはできません。　　　　　　　　ｐ「戦争法」の強行で国会の中でも外でも批判の声に圧倒される中、「戦争法」強行への批判を「レッテル貼りで根拠のない不安をあおる」などと切り捨てる安倍首相には国民の声に耳を傾ける姿勢はありません。安倍首相が新しい「経済政策」で批判をそらそうとすること自体、主権者である国民をバカにしています。　　　ｐ安倍政権には政権担当の資格がありません。国民に背を向ける安倍政権を打倒し、「戦争法」廃止の「国民連合政府」の樹立が急務です。
介護　介護保険に関する監査請求　　　　　　　　　　　今後は「元気アップ交付金」と「卒業問題」をチェック。
監査請求に対する回答があって１ヶ月が過ぎました。不服がある時は裁判を起こす事も出来ますが、評価できる但し書きの点を最大限活用することで、今回監査請求は終結します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１、 評価する点（監査委員の意見）
① インセンティブの付与が給付の抑制につながることのないよう、制度の周知とともに適切に事業が運営されることを要望するものである。
② 本件交付金の支出科目については慎重に検討されたい。　　　　　　　　　　　　　　　　２、 不満な点
① 「本件交付金を介護保険の報酬として支払うことを不当とする」主張が認められなかった点。
② 議会での議論がなかった点。（「本教室事業を含む地域支援事業費は、平成２７年第１回定例会において、平成２７年度桑名市介護保険事業特別会計予算として、審議・議論がなされたうえで原案可決されたものである。」と書かれているが、証拠となる議事録は存在しない。審議・議論されていない。嘘をついてはいけない。質したところ、「地域支援事業費」として言っているのであって、元気交付金のことではないと言う曖昧ないい加減な返事が返ってきた。）
③ 「今後の国の動向として、「経済財政運営と改革の基本方針2015」では、社会保障においては、医療・介護提供体制の適正化、インセンティブ改革による生活習慣病の予防・介護予防などの改革に取り組むとして、健康増進や疾病予防に対して個人や保険者の取組を促す仕組みを構築するとしている。」と言う事で今後注視していかなければならない。
医療　新病院整備事業の新棟建築工事の予定
１０月３日（土）地元説明会、１０日（土）起工式、１３日（火）準備工事着手
１１月上旬　建築許可・山留工事着手、　１２月上旬　本体工事着手
２０１８年１月末　竣工、　２０１８年４月　新病院開院

「新病院建設の再検討を求める市民の会」より
「再公開質問」に関しての回答は、下記の通りです。（要約）
【質問１】「見積もり合わせ」は、入札制度を形骸化させないか

【回答】医療センターの契約事務取扱規定に基づき適切に処理したもの
【質問２】戸田建設のコンプライアンスに関して
【回答】入札参加資格要件を満たしているので、見積指名業者として適当であると判断。（前回通りで質問に答えていない。議会での答弁では「企業の活動だから意見は差し控えさえてもらう。」を引き出した。）
【質問３】償還に関わり桑名市の財政負担は生じないか
【回答】中期計画に定める経営改善を着実に行っていく事で債務の償還は可能
【質問４】新病院整備費の総額はいくらになるのか
【回答】具体的な整備計画が作成され、事業施策の意思形成が明確にされた段階で明らかにしていく
「新病院建設の再検討を求める市民の会」は、埒が明かないので、病院建設を反対しているのではなく、市民にとっていい病院にしたいという思いで、病院理事長さん達と９月１６日に懇談会を持ちました。
その中で、三重の新医療構想で桑員地区で話し合いをやっている事、西医療センター跡地は回復期の病院にしたいという構想があることが分かりました。これからの病院として周産期医療は年間２００例の出産を目標にしている。小児科はまだ夜間の救急の対応ができない。救急はＥＲ型でやっていく。癌の放射線治療の機器は高額だがスタンダードな物とする。患者さんの要望の高い待ち時間の改善には力を入れている。等々と話が弾みました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース


�

















Ｎｏ．２４３　　　　２０１５年　　１０月　１日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５













































































